
 

 
仕様書等の一部訂正について 

 
 令和６年３月 29 日付けで公告を行った「西桂沢治山工事」の仕様書１について訂正します。 
 
令和６年４月８日 

分任支出負担行為担当官 
空知森林管理署長  武田 祐介 

 
記 

訂正箇所 
仕様書１ 
１．追加箇所 
  入札説明書  
  ４.競争参加資格(2) 
【誤】 
(2)  令和５・６年度の北海道森林管理局における土木一式工事に係るＣ等級、Ｂ等級又は 

Ｄ等級の一般競争参加資格の認定を受けている者（会社更生法（昭和 14 年法律第 154

号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成 11 年法律

第 225 号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始

の決定後、北海道森林管理局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再確認を

受けていること。）。 

 
【正】 
(2)  令和５・６年度の北海道森林管理局における土木一式工事に係るＣ等級、Ｂ等級又は 

Ｄ等級（ただし、Ｄ等級の者については資格点数が 800 点以上の者とする。）の一般競争

参加資格の認定を受けている者（会社更生法（昭和 14 年法律第 154 号）に基づき更生手

続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再

生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、北海道森林

管理局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再確認を受けていること。）。 

 
２．差替箇所 

特記仕様書 週休２日の取組 
【誤】 
  発注者指定方式 
【正】 
  受注者希望方式 
 



特記仕様書 
 

１．週休２日の取組 
本工事は、週休２日を促進するため、現場閉所による週休２日に取り組むことを前

提として直接工事費及び間接工事費の一部を補正して実施する試行工事（発注者指定

方式）であり、その実施に当たっては次によるものとする。 
 
 (1) 受注者は、週休２日を確保して工事の施工に当たらなければならない。なお、受

注者の責によらない現場条件、気象条件等により週休２日の確保が難しいことが想

定される場合には、監督職員と協議するものとする。 
 
 (2) 週休２日の取組における考え方は、次のとおりである。 

ア 週休２日とは、対象期間内において、４週８休以上の現場閉所を行ったと認め

られる状態をいう。 
イ 対象期間とは、工事着手から工事完成までの期間をいう。なお、対象期間に年

末年始を含む工事では年末年始休暇分として６日間、７月、８月又は９月を含む

工事では夏季休暇分として３日間、工場製作のみを実施している期間、工事全体

を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている内容に該

当する期間（受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間など）は含まな

い。地元対応やコンクリート打設後の養生期間等、やむを得ない場合は、振替休

日等により休日を取得することを可とする。 
ウ 現場閉所とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場

合を除き、現場事務所での事務作業を含めて１日を通して現場や現場事務所が閉

所された状態をいう。 
エ ４週８休以上とは、対象期間内の現場閉所日数の割合（以下「現場閉所率」と

いう。）が 28.5％（８日／28 日）以上の水準に達する状態をいう。なお、降雨、

降雪等による予定外の現場閉所日についても、現場閉所日数に含めるものとする。 
オ 工事着手とは、森林整備保全事業工事標準仕様書（平成 29 年３月 30 日付け 28

林整計第 380 号林野庁長官通知。以下「標準仕様書」という。）第１編第１章第

１節１－１－１－２(14)に規定する「工事着手」をいう。 
カ 工事完成とは、標準仕様書第１編第１章第１節１－１－１－２(16)に規定する

「工事完成」をいう。 
 
 (3) 本工事では、表１に掲げる各経費ごとの現場閉所率に応じた補正係数（以下「週

休２日補正係数」という。）のうち、４週８休以上の達成を前提とした補正係数を、

当初から労務単価、機械経費（賃料）、共通仮設費率、現場管理費率に乗じて積算

している。 
   市場単価方式により積算を行う工種については、当初から、加算率及び補正係数

を乗じて算出した設計単価に、表２に掲げる当該名称・区分の週休２日補正係数を

乗じている。 
現場閉所の達成状況を確認後、４週８休に満たない場合は、その達成状況に応じ

【誤】 



週休２日補正係数を用いて各経費を補正し請負代金額を変更する。 
ただし、明らかに週休２日に取り組む姿勢が見られないなどにより、４週８休に

満たなかった場合は、週休２日補正係数による補正を考慮せずに請負代金額を変更

する。    
 表１ 

 

達成状況 

（現場閉所率） 

 ４週８休以上 

(28.5％(8 日/28

日)以上) 

４週７休以上 

４週８休未満 

(25％(7 日/28 日) 

以上 28.5％未満) 

４週６休以上 

４週７休未満 

(21.4％(6 日/28 日 

)以上 25％未満) 

労務単価 1.05 1.03 1.01 

機械経費（賃料） 1.04       1.03 1.01 

共通仮設費率 1.04       1.03 1.02 

現場管理費率 1.06       1.04 1.03 

※ 見積による単価等のうち労務単価、機械経費（賃料）が明らかとなっていないも

のは、補正の対象としない。 
 

 表２ 
 

名  称 
 

 

区分 

 

 

４週８休以上 

 

４週７休以上 

 

４週８休未満 

４週６休以上 

 

４週７休未満 

鉄筋工（太鉄筋を含む）  1.05 1.03 1.01 

鉄筋工（ガス圧接）  1.04 1.02 1.01 

防護柵設置工（ガードレール）
 

 

設置 1.01 1.01 1.00 

撤去 1.05 1.03 1.01 

防護柵設置工（横断･転落防止

柵）
 

設置 1.04 1.03 1.01 

撤去 1.05 1.03 1.01 

防護柵設置工（落石防止柵）  1.02 1.01 1.00 

防護柵設置工（落石防止網）  1.03 1.02 1.01 

防護柵設置工（ガードパイプ）
 

 

設置 1.01 1.01 1.00 

撤去 1.05 1.03 1.01 

道路標識設置工
 

 

設置 1.01 1.01 1.00 

撤去･ 

移設 

1.04 1.03 1.01 

道路付属物設置工
 

 

設置 1.02 1.01 1.00 

撤去 1.05 1.03 1.01 

法面工  1.02 1.01 1.00 

吹付枠工  1.03 1.02 1.01 

軟弱地盤処理工  1.02 1.01 1.00 

鉄筋挿入工（ロックボルト工）  1.03 1.02 1.01 

 



 (4) 週休２日の取組状況を確認するため、受注者は、対象期間内に係る毎月分の「休

日取得計画（実績）書（別途交付）」を作成し、「休日取得計画書」にあっては当

該作業計画月の前月末（初回月分は工事着手日前）までに、「休日取得実績書」に

あっては当該作業実施月の翌月初め（最終月分は工事完成後）速やかに監督職員へ

提出する。 
 
  (5) 森林土木工事における週休２日の取組について周知を図るため、受注者は、工事

現場又はその周辺の一般通行人等が見やすい場所に、「週休２日促進試行工事」で

ある旨を標示板に掲示する。 
 
  (6) 週休２日の取組状況について、他の模範となるような働き方改革に係る取組や現

場閉所の達成状況に応じ、林野庁工事成績評定要領（平成 10 年３月 31 日付け 10
林野管第 31 号林野庁長官通知）に基づく工事成績評定において、プラス評価を行

う。なお、明らかに週休２日に取り組む姿勢が見られなかった場合は、マイナス評

価を行う。 
    
 (7) 受注者は、発注者が今後の工事発注の参考とするために取り組むアンケート（別

途交付）について記入し、工事完成通知後 14 日以内に発注者へ提出するよう協力

するものとする。 
    
 (8) 工事完成後、４週６休以上の現場閉所を達成したことを確認した場合、発注者は

「森林土木工事における週休２日の取組実績証明書」を発行する。 
 



特記仕様書 
 

１．週休２日の取組 
本工事は、週休２日を促進するため、現場閉所による週休２日に取り組むことを前

提として直接工事費及び間接工事費の一部を補正して実施する試行工事（受注者希望

方式）であり、その実施に当たっては次によるものとする。 
 
 (1) 受注者は、週休２日に取り組む希望がある場合、工事着手前に監督職員と協議し、

速やかに協議報告書を取り交わすとともに、施工計画書にその旨を反映させるもの

とする。週休２日を希望しない場合は、施工計画書を提出する前に監督職員に対し

週休２日に取り組まない旨を通知するものとする。 
 
 (2) 週休２日の取組における考え方は、次のとおりである。 

ア 週休２日とは、対象期間内において、４週８休以上の現場閉所を行ったと認め

られる状態をいう。 
イ 対象期間とは、工事着手から工事完成までの期間をいう。なお、対象期間に年

末年始を含む工事では年末年始休暇分として６日間、７月、８月又は９月を含む

工事では夏季休暇分として３日間、工場製作のみを実施している期間、工事全体

を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている内容に該

当する期間（受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間など）は含まな

い。地元対応やコンクリート打設後の養生期間等、やむを得ない場合は、振替休

日等により休日を取得することを可とする。 
ウ 現場閉所とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場

合を除き、現場事務所での事務作業を含めて１日を通して現場や現場事務所が閉

所された状態をいう。 
エ ４週８休以上とは、対象期間内の現場閉所日数の割合（以下「現場閉所率」と

いう。）が 28.5％（８日／28 日）以上の水準に達する状態をいう。なお、降雨、

降雪等による予定外の現場閉所日についても、現場閉所日数に含めるものとする。 
オ 工事着手とは、森林整備保全事業工事標準仕様書（平成 29 年３月 30 日付け 28

林整計第 380 号林野庁長官通知。以下「標準仕様書」という。）第１編第１章第

１節１－１－１－２(14)に規定する「工事着手」をいう。 
カ 工事完成とは、標準仕様書第１編第１章第１節１－１－１－２(16)に規定する

「工事完成」をいう。 
 
 (3) 本工事では、表１に掲げる各経費ごとの現場閉所率に応じた補正係数（以下「週

休２日補正係数」という。）のうち、４週８休以上の達成を前提とした補正係数を、

当初から労務単価、機械経費（賃料）、共通仮設費率、現場管理費率に乗じて積算

している。 
   市場単価方式により積算を行う工種については、当初から、加算率及び補正係数

を乗じて算出した設計単価に、表２に掲げる当該名称・区分の週休２日補正係数を

乗じている。 

【正】



現場閉所の達成状況を確認後、４週８休に満たない場合は、その達成状況に応じ

週休２日補正係数を用いて各経費を補正し請負代金額を変更する。 
なお、現場閉所が４週６休に満たない場合、又は工事着手前に週休２日の取組に

ついて協議しなかった場合（受注者が週休２日の取組を希望しないものを含む。）

は、週休２日補正係数を乗じずに請負代金額を変更する。    
 表１ 

達成状況 
 

（現場閉所率） 

 ４週８休以上 
(28.5％(8 日/28 日 

)以上) 

４週７休以上 
４週８休未満 

(25％(7 日/28 日) 
以上 28.5％未満) 

４週６休以上 
４週７休未満 

(21.4％(6 日/28 日 
)以上 25％未満) 

労務単価    1.05 1.03 1.01 
機械経費（賃料）       1.04      1.03 1.01 

共通仮設費率       1.04      1.03 1.02 
現場管理費率       1.06      1.04 1.03 

※ 見積による単価等のうち労務単価、機械経費（賃料）が明らかとなっていないも

のは、補正の対象としない。 
 

  表２ 
 

名  称 

 

 

区分 

 

 

４週８休以上 

 

４週７休以上 

 

４週８休未満 

４週６休以上 

 

４週７休未満 

鉄筋工（太鉄筋を含む）  1.05 1.03 1.01 

鉄筋工（ガス圧接）  1.04 1.02 1.01 

防護柵設置工（ガードレール）
 

 

設置 1.01 1.01 1.00 

撤去 1.05 1.03 1.01 

防護柵設置工（横断･転落防止柵）
 

 

設置 1.04 1.03 1.01 

撤去 1.05 1.03 1.01 

防護柵設置工（落石防止柵）  1.02 1.01 1.00 

防護柵設置工（落石防止網）  1.03 1.02 1.01 

防護柵設置工（ガードパイプ）
 

 

設置 1.01 1.01 1.00 

撤去 1.05 1.03 1.01 

道路標識設置工
 

 

設置 1.01 1.01 1.00 

撤去･移設 1.04 1.03 1.01 

道路付属物設置工
 

 

設置 1.02 1.01 1.00 

撤去 1.05 1.03 1.01 

法面工  1.02 1.01 1.00 

吹付枠工  1.03 1.02 1.01 

軟弱地盤処理工  1.02 1.01 1.00 

鉄筋挿入工（ロックボルト工）  1.03 1.02 1.01 

 (4) 週休２日の取組状況を確認するため、受注者は、対象期間内に係る毎月分の「休



日取得計画（実績）書（別途交付）」を作成し、「休日取得計画書」にあっては当

該作業計画月の前月末（初回月分は工事着手日前）までに、「休日取得実績書」に

あっては当該作業実施月の翌月初め（最終月分は工事完成後）速やかに監督職員へ

提出する。 
 
  (5) 森林土木工事における週休２日の取組について周知を図るため、受注者は、工事

現場又はその周辺の一般通行人等が見やすい場所に、「週休２日促進試行工事」で

ある旨を標示板に掲示する。 
 
  (6) 週休２日の取組状況について、他の模範となるような働き方改革に係る取組や現

場閉所の達成状況に応じ、林野庁工事成績評定要領（平成 10 年３月 31 日付け 10
林野管第 31 号林野庁長官通知）に基づく工事成績評定において、プラス評価を行

う。なお、現場閉所が４週８休に満たない場合にマイナス評価は行わない。 
    
 (7) 受注者は、発注者が今後の工事発注の参考とするために取り組むアンケート（別

途交付）について記入し、工事完成通知後 14 日以内に発注者へ提出するよう協力

するものとする。 
    
 (8) 工事完成後、４週６休以上の現場閉所を達成したことを確認した場合、発注者は

「森林土木工事における週休２日の取組実績証明書」を発行する。 
 


